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コロナ禍でも
技術に精通している企業が
競合他社を凌駕している。

テクノロジー（クラウド、AI、モバイルなど）の採用率が高い企業と、そうでない企業との間に、 
成長の差があると答えた企業の割合（パーセンテージ）、n=1,202

新型コロナウイルス感染症のパンデミック発生 
前と後では、企業のパフォーマンスを上げる 
重要な先端デジタル・テクノロジーの 
組み合わせに劇的な変化が起こった。 

モバイル    1

人工知能（AI）    2

クラウド    3

アドバンスト・アナリティクス 
（高度なデータ分析）    4

ロボティック・プロセス・ 
オートメーション（RPA）    5

モノのインターネット（IoT）   6

   1

   2

   3

   4

   5

   6

新型コロナウイルス感染症の 
パンデミック発生前

新型コロナウイルス感染症の
パンデミック発生後

エネルギー / 
ユーティリティー

12%
ポイント

保険

売上の増加率は 12 業界平均で

6% ポイント*

収益への影響度から見た 
先端デジタル・テクノロジーのランキング

クラウドと人工知能（AI）は企業の 
パフォーマンスを差別化するテクノロジー 
としてますます重要になっている。

74%* も高い。

10 社中 
6 社
顧客満足度と顧客維持の向上に AI を採用している。

基幹業務プロセスのセキュリティーと 
レジリエンシーを向上させるため、 
高業績の企業では 
ハイブリッド・クラウドを使用する 
割合が、他のグループと比較して、

化学

4%
ポイント

旅行

9%
ポイント

通信

工業製品

5%
ポイント

銀行

3%
ポイント

自動車

メディア / 
エンターテイメント

1%
ポイント

消費財

ライフサイエンス

16%
ポイント

小売

n=5,425

n=6,163

n=6,700

* 6% ポイント = ⊿ 6% の変化量を表します 
（他も同様）

* 74% 分の変化率を表します

10%
ポイント



コロナ禍で企業を成功に導くのは、 
テクノロジーが鍵を握る 
次の 6 つの領域の組織的能力だ。 

54% 
高い

54% も高い。

高業績企業はサプライチェーンを強化するため
AI を積極的に利用している。 
その割合は、他グループと比較して、

1
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利用し、アジャイル開発と 
アジャイル・デリバリーを実現している。

5
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第 1 章

将来を見据えて
新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、企業が機敏
で、堅牢で、安全でなくてはならないことを我々に教えて
くれた。物理的領域・デジタル領域のどちらにおいても、
現代の企業は顧客と従業員をシームレスに結び付ける必要
がある。しかし多くの企業が、この理想を実現できていな
い。だからこそ、業界や企業は今、未曽有のパンデミック
の中で苦しんでいる。

しかし一方で、困難は機会をもたらすという考え方の重要
性 が 高 ま っ て い る の も 事 実 で あ る。IBM Institute for 
Business Value（IBV）がグローバル規模で実施した調査
によると、世界の経営層の 60% が、今が変革の時機であ
ると認識し、これを機会に、デジタル・トランスフォーメー
ション（DX）を積極的に進めていると回答している。日本
では、さらに意識が高く、その数字は 62% に上る。

デジタル・トランスフォーメーション（DX）とは、テクノ
ロジーを駆使して、ビジネスを再構築しながら、改善に取
り組む一連の動きだ。企業を存続させ、さらには成功へ導
くには、テクノロジーこそが鍵となる。パンデミックの渦
中にあって、その重要性は加速度的に高まっている。では
パンデミックの中で、最高のパフォーマンスを上げている
企業と、それ以外の企業では、実際にテクノロジーの扱い
に関し、何がどのように異なるのだろうか。

コロナ禍にあって、デジタル・ 
トランスフォーメーション 

（DX）を加速させている 
日本の経営層は、 
全体の 62% だった1

今回の調査に限らず、他の調査や最新の財務情報（2020
年上半期）も加味しながら、以下の問いについて考察する。

	– 業界によって、採用するテクノロジーの影響に差はある
のか。

	– 企業の業績に大きな影響を与えるような重要なテクノロ
ジーはあるのか。また業界によって、テクノロジーが果
たす役割は、変わってくるのだろうか。

	– この困難な時代において、他社との差別化を図るための
テクノロジーとは何か。またそれは業界によって異なる
のか。

	– テクノロジーの組み合わせによって、業績に与える影響
は変わってくるのだろうか。パフォーマンスの回復に焦
点を当てた場合、最も効果的な組み合わせはどのような
ものか。

18 の業界を対象としたグローバルな分析から、重要なポイ
ントを以下に列挙する。これらは日本企業にも当てはまる
内容である。

	– コロナ禍において、先端デジタル・テクノロジーは企業
のパフォーマンスを左右する重要な差別化要因となって
いる。特に、エクスポネンシャル・テクノロジーがパ
フォーマンスに影響を与えた 12 業界を見た場合、テク
ノロジーを活用する企業は、同業他社と比較して、平均
で 6% ポイントも売上の増加率が高かった。

	– 効果の高い「テクノロジーの組み合わせ」は、場合によっ
て変わってくるが、現在のところクラウドと人工知能

（AI）は、パフォーマンスを差別化するテクノロジーとな
りつつある。

	– それぞれの業界には独自のテクノロジーがある。これは、
ある業界には利益をもたらすテクノロジーでも、別の業
界にとっては必ずしもそうではないことを意味する。
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調査対象の業界の 
3 分の 2 において、 
先端テクノロジーを 
採用した企業が、 
コロナ禍にもかかわらず 
増収となった。

以前実施したグローバルな調査により、調査対象の業界の
3 分の 2 で 、重要な先端デジタル・テクノロジー（エクス
ポネンシャル・テクノロジー）を採用した企業が売上増加に
成功していることがわかった。

IBV が実施した、CEO 対象の調査（2020 年後半に発表）に
おいても、この結果と同様な傾向が見て取れる。今回の調査
では、日本を含む世界の CEO に対し回答を求めた結果、自
社の技術アーキテクチャーに変革をもたらし、コロナ禍をう
まく切り抜けていくために必要な組織的能力は、俊敏性とレ
スポンスであると考えている CEO が多くいることがわ
かった。

新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、外出禁止、旅
行制限、サプライチェーンの世界的混乱、規制による制約、
日用品の価格変動など、多くの外部要因に混乱をもたらし
た。これらが複雑に絡み合うことで、多くの業界がダメージ
を受けている。ビジネスのパフォーマンスは、多岐にわたる
要因から影響を受けており、1 つのテクノロジーだけが要因
ではないことは、こうしたことからも明白である。

個々のテクノロジーは、それぞれに重要かつ固有の効果をも
たらすが、この困難な状況下では、複数のテクノロジーが相
互に影響力を及ぼしあいながら、複合的に企業のパフォーマ
ンスに影響を与えている。今回の調査では、それら一つ一つ
にスポットライトを当てつつ、例えば、個々のテクノロジー
がいかにして企業のパフォーマンスを方向づけ、また、さま
ざまなテクノロジーの相対的重要性がいかに変化してきた
か、といった観点からその効果と影響力を明らかにした。

今回の調査をはじめとするさまざまな調査結果は、自社の戦
略を練り直し、テクノロジー投資の優先順位付けをする際に
参考になるものと考える。それぞれのテクノロジーの特徴を
見極めて、DX 推進に役立てていただければ幸いである。

DX を進めるためには、以下のことを考慮しながら、全体像
を描くことをお勧めする。

	– 新たな市場を生み出すビジネス・プラットフォームに投資
すること。新しいビジネスの青写真を描きつつ、現実と将
来を見比べて、投資を判断する。

	– データを活用し、インテリジェントなワークフローを再構
築する。リアルタイムでデータを取り込み、それらを意思
決定に活かし、成果を検証しながら、プロセスの最適化を
図る。

	– 事業部門やエンタープライズ・アプリケーションごとに分
けられた、ユーザー・エクスペリエンスや従来のサイロ化
されたプロセスを統合する。例えば、ハイブリッド・マル
チクラウド・アーキテクチャーを導入し、「Build once, 
deploy anywhere（一度構築すれば、どこでもデプロイで
きる）」を実現する。

	– リソースのフォーカスを根本的に変え、新たな企業文化を
育てる。具体的には、エクスペリエンスを高めること、コ
ミュニケーションを活発化させること、個人の技能の融通
を図ること、目的に向かい俊敏性を高めること、そして企
業文化を醸成することである。
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本レポートを作成した背景と、 
そのアプローチ
新型コロナウイルス感染症のパンデミックによって、これま
でに現れていなかった経済的課題が浮き彫りとなっている。
G7 の GDP は、2020 年第 2 四半期は前年同期比で 10.8%
の減少を記録した。日本は都市封鎖の措置が相対的に緩かっ
たこともあり、第 2 四半期の GDP は前年同期比で、マイナ
ス 7.8%、前四半期と比較して 0.6% の減少にとどまった。2

世界は混迷を深め、世界中のあらゆる企業が今、順応と革新
を余儀なくされている。ところが、すべての企業が同じ条件
で、同じ問題に対処しているわけではない。それは業界ごと
に見たとしても、同じだ。業界によっては、すでにデジタル
化（組織体制 / 全体の業務・製造プロセスのデジタル化）が
進んでいるところもある。パンデミックが及ぼす影響も、業
界ごとに異なっている。

例えば旅行業界は、2017 年から 2019 年にかけて力強い成
長を見せたものの、この影響を強く受け、深刻なダメージを
受けてしまった。対照的に保険業界は、それ以前の数年間
は、成長が緩やかであったが、パンデミック以降、高い成長
率を示している（図 1 参照）。

同様に質的な影響も、業界ごとに異なる。例えば小売業で
は、53% の企業がサプライチェーンにダメージを受けたと
答えたが、電力などのユーティリティー関連企業では、サプ
ライチェーンにダメージを受けたと回答した企業はわずか
7% だった。3 

本レポートでは、以下のように、それぞれのテクノロジーが
業界に与える影響を探る。

	– 業界ごとに、さらには業界をまたいだ産業界すべてを網羅
し、成功とレジリエンスを可能にするには、どのテクノロ
ジーがどのような戦略的役割を果たすかを検証し、その要
因の解明を目指す。テクノロジーが財務上の実績に与える
影響はどの程度なのか、それは業界によって異なるのかを
解き明かす。またこうした分析的アプローチが、パンデ
ミック以降も同様の効果を示すかも検証したい。そして、
テクノロジーの重要性に変化があった場合、それが現在の
状況にどう影響しているのかも探っていきたい。

	– 続いて、コロナ禍を切り抜けるために、必要と思われる 6
つの領域の組織的能力を特定し、それぞれについて深く掘
り下げ、現代のテクノロジーの役割と影響を見極めてい
く。こうした領域には、事業継続性や、人財、サイバー・
セキュリティーが含まれる。これらを考察することによ
り、それぞれの組織的能力が、どのテクノロジーによって
強化されるのかを評価し、企業が行うべき戦略的投資への
優先順位を考察する。

	– 最後に、こうしたアナリティクスから導かれる結論によ
り、競争を勝ち抜くために、企業のリーダーが取るべき行
動を提示していく。
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新型コロナウイルス感染症の 
パンデミック発生前と後では、 
先端テクノロジーの 
組み合わせは劇的に変化した。 
現在、業績向上に最も貢献して 
いるのはクラウドと AI だ。

図 1
新型コロナウイルス感染症による影響は業界によってさまざまだが、 
拡大発生の前と後では成長軌道にも違いが見られる。

出典：IBM Institute for Business Value
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第 2 章

調査結果の概説
本章では、今回の調査の中心的な質問に対する回答の概要を
紹介する。

業界によって、採用するテクノロジーの影響に 
差はあるのか？
調査結果の中には、想定内のものもあったが、意外な結果も
あった。例えば、他業界と比較して、ある特定のエクスポネ
ンシャル・テクノロジーを採用したことにより、収益に差が
生じたとする回答者がいたが、これは想定内だった。

一方で、影響の波及範囲は想定を超えていた。テクノロジー
の導入がパフォーマンスの差を生んだ業界は 12 に及び、テ
クノロジーの導入にいち早く取り組んだ企業は、コロナ禍に
おいても売上増加率が平均で 6% ポイント以上、同業他社を
上回っていたのだ。

特に小売、保険、エネルギー、環境、ユーティリティーと
いった業界では、テクノロジー導入において最先端を行く企
業が、売上増加率において、同業他社を 10% ポイント以上
も上回っていた。
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企業の業績に大きな影響を与えるような 
重要なテクノロジーはあるのか。 
また業界によって、テクノロジーが果たす役割は、 
変わってくるのだろうか。
業界ごとで、事業の成功に役立つテクノロジーの組み合わせ
は異なるようだ。

この事実を「テクノロジー・フィンガープリント」と表現す
ることにする。今回の調査で、モバイル、人工知能（AI）、
およびクラウドは、どの業界においても、パフォーマンスに
最大の影響をもたらすことが判明した。AI は、全体的に採
用する企業はそれほど多くなかったが、ライフサイエンス、
銀行、金融などの業界では、パフォーマンスに大きな影響を
与え、ビジネス・チャンスを生み出していることがわかった。

ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）やロ
ボットといった、オートメーションを強化するテクノロジー
も、電機、工業製品、電気通信といった業界において、パ
フォーマンスに影響を与えていた。

この困難な時代において、 
他社との差別化を図るためのテクノロジーとは何か。 
またそれは業界によって異なるのか。
最新の業績の分析からわかったことは、「成功の秘訣」とな
る技術の組み合わせ方は、業界によって異なるということで
ある。さまざまなテクノロジーの中でも、特にクラウドと
AI は今後さらに重要度を増すテクノロジーと言える。

新型コロナウイルス感染症のパンデミック発生前と後とで
は、重要なテクノロジーは変わってきた。図 2 はその動き
を示している。業界ごとの調査結果は、後ほど紹介する。

クラウドは業界を問わず、不可欠なテクノロジーと言える。
クラウドは、この困難な時代において、パフォーマンスへの
影響という面において、全業界を通じ、最も重要度を増した
テクノロジーだ。クラウドは銀行などの金融、航空宇宙 / 国
防、消費財、ヘルスケア、ライフサイエンス、メディア / エ
ンターテイメント、石油といった業界で、パフォーマンスの
向上に大きく寄与した。

新型コロナウイルス感染症のパンデミック発生以降に行わ
れた、18 業界を対象としたグローバルな調査において、11
の業界でクラウドはパフォーマンスに大きな影響を与えて
いる。また AI も、いくつかの業界で、その重要性が増して
いる。

一方、IoT とロボティック・プロセス・オートメーション
（RPA）などのテクノロジーは、消費財と電機の業界で、パ

フォーマンスの向上に貢献している。アドバンスト・アナリ
ティクス（高度なデータ分析）が、重要なテクノロジーとし
て貢献した業界もいくつかあった。モバイルも増加傾向にあ
り、パフォーマンスの向上に貢献した業界は 9 つにも上る。

テクノロジーの組み合わせによって、 
業績に与える影響は変わってくるのだろうか。 
パフォーマンスの回復に焦点を当てた場合、 
最も効果的な組み合わせはどのようなものか。
サプライチェーンとオペレーションの分野で、特に重要性を
示したテクノロジーの組み合わせを見てみよう。それは、ク
ラウド、データ管理、インテリジェント・オートメーショ
ン、IoT の組み合わせだった。世界で見た場合、経営層の
42% が、また日本では 34% が、インテリジェント・オー
トメーションによって経費が削減されたと答えている。 

調査対象の 18 業界の中で、 
このコロナ禍で 
先端テクノロジーを 
採用した結果、12 の業界で 
売上が同業他社を上回った。

図 2
パフォーマンスの向上に役立ったテクノロジーは、 
大きく変わった。

出典：IBM Institute for Business Value

モバイル    1

人工知能（AI）    2

クラウド    3

アドバンスト・アナリティクス 
（高度なデータ分析）    4

ロボティック・プロセス・ 
オートメーション（RPA）    5

モノのインターネット（IoT）   6

   1

   2

   3

   4

   5

   6

新型コロナウイルス感染症の 
パンデミック発生前

新型コロナウイルス感染症の 
パンデミック発生後

収益の影響度から見た 
先端デジタル・テクノロジーのランキング
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コロナ禍でも、調査対象の 
18 業界のうち、9 つの業界で 
AI が業績向上に貢献している。

世界において、ハイブリッド・クラウド管理プラットフォー
ムを使用してコア・ビジネスのプロセスを簡素化した企業
は、同業他社よりも 60% 高い業績を示した。一方、日本だ
けで見た場合、その数字は 38% だった。人工知能（AI）も
またパフォーマンスに貢献するテクノロジーであり、サプラ
イチェーンの迅速な運用に大きく寄与している。

多くの企業が、データ運用を、競争優位性を持つための重要
な分野と位置づけているが、今回の調査において、ハイブ
リッド・クラウドを利用したデータ運用が、データのみの運
用よりも効果的であることが明らかになった。4 世界で見る
と、俊敏性と効率性が優れた優良企業は、ハイブリッド・ク
ラウドを同業他社よりも 97% 多く、また日本では 57% 多
く活用していた。

人事管理や社員教育の面でも、テクノロジーの重要度は増し
てきている。その中でクラウドやデータ運用は重要と見なさ
れてきたが、AI もまた必要度の高いテクノロジーになって
きている。例えば、優良企業は AI を積極的に使用すること
で従業員とのコミュニケーションを図っているが、その利用
率を見てみると、世界の優良企業はそうでない企業よりも
113% 高く、日本では 230% 高かった。優良企業はまた、
従業員教育やトレーニングにも AI を活用している。優良企
業のこの分野での AI 導入率は、世界では 88% 多く、日本
では 65% 多い。

顧客エンゲージメントの分野で見た場合、優良企業はその他
の企業と比較して、インテリジェント・オートメーションを
利用する割合が、世界では 141% 多く、日本では 225% 多
かった。優良企業はまた、AI を利用して顧客とのやり取り
や会話を行う割合が、同業他社よりも 70% 多かった。この
分野でも、クラウドとデータは重要なテクノロジーとして位
置づけられていた。

レジリエンスとサイバー・セキュリティーの分野において
も、テクノロジーに対する期待は大きい。その中でも、クラ
ウドと IT プロセスの自動化が有効と見なされている。具体
的には、優良企業がインテリジェント・オートメーションを
使用することで、リスク管理を成功させた割合は、その他の
同業他社よりも 148% 多く、また日本だけで見ると 333%
多いという、特筆される数字を示した。AI はこの分野でも
脚光を浴びつつあり、10 社中 6 社が情報セキュリティー機
能に AI 技術を取り入れている。

上記の結果は、今後各社がテクノロジーを採用する際の参考
になるはずだ。

事例：TSB スマート・ 
バンキングを実現する 
Smart Agent
イギリスに本拠を置く銀行 TSB では、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大により、住宅ローン、個人ローン、
ビジネス・ローンの返済猶予を申請する顧客の訪問数
が急増した。これに対応するために TSB では、Smart 
Agent 機能を各支店にわずか 5 日間で導入した。その
結果、顧客はこの感染症に対し銀行がどのような対策
を取っているか、チャットボットやライブ・チャット・
ツールで質問できるようになった。また従業員の増員
も行い、その数は 250 人以上に上った（ほとんどが在
宅勤務）。

Smart Agent の利用件数は、1 週間で 11,000 件にも
及んだ。支店やコール・センターに勤める従業員は、
この機能のおかげで、手薄だった顧客サービスに集中
して取り組めるようになった。Smart Agent は導入後
も、機能が強化され、例えば顧客 ID を認証するといっ
たこともできるようになった。今では、TSB 独自のモ
バイル・アプリへの導入も検討されている。
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第 3 章 

企業の成長とレジリエンスを 
強化するデジタル・テクノロジー
業界を問わず、企業は競争上の優位性を高めるため、テクノ
ロジーを活用してきた。ただし、一つ一つのテクノロジーを
どのように組み合わせて取り入れるか、また成功するために
必要となるテクノロジーの最適な組み合わせなどは、業界に
よって異なっている。

新型コロナウイルス感染症のパンデミック発生以前にも、テ
クノロジーがもたらす効果には差があったが、今回の騒動
で、その差はさらに際立つようになった。

今回の調査では 18 の業界を対象としたが、そのうち 12 の
業界において、最適な組み合わせでテクノロジーを導入でき
た企業が、企業全体のレジリエンスにおいて高いパフォーマ
ンスを示す結果になった。その中にはパンデミック発生以前
よりも、著しく成長した企業もあった。しかし、レジリエン
スを確実にするテクノロジーは、業界の中で特定できてい
ない。

まず導入するデジタル・テクノロジーによって、収益にどの
ような差が出るのか見てみることにする。テクノロジーの導
入が進んでいる上位 10% にある企業の財務実績を、同じ業
界の他社と比較した。この比較には、新型コロナウイルス感
染症のパンデミック以前（2020 年以前）と以降（2020 年
前半）の両方の実績をデータとして採用した。

業界によってテクノロジーの導入実績は異なるが、テクノロ
ジーの導入と収益の関係も、業界によって大きく異なること
がわかった。また新型コロナウイルス感染症の拡大以降、テ
クノロジーの導入が企業実績に、より大きな影響を与えてい
ることが明らかとなった。

コロナ禍の悪影響を鎮静化するテクノロジー
クラウドや人工知能（AI）といったエクスポネンシャル・テ
クノロジーが収益に貢献していることが明らかな業界は、コ
ロナ禍以前は決して多くなかったが、コロナ禍により動きの
激しくなった現在では、テクノロジーの導入が企業の命運を
左右する重要なファクターになりつつある。これはコロナ禍
が、パフォーマンスやオペレーションにおけるテクノロジー
の重要性を高めた結果である。テクノロジーの役割は、コロ
ナ禍以前とは比較にならないほど大きくなっている。

最近の混乱は、パンデミックだけでなく、環境、政治、社会
に大きなインパクトを与えている。世界経済はさまざまな面
において、高いリスクを伴う新時代に突入したことは間違い
なく、企業にはレジリエンスと俊敏性が求められており、デ
ジタル・テクノロジーのポテンシャルは、企業にとって欠か
せない組織的能力となってきている。

またコロナ禍において、テクノロジーの導入は、すべての業
界で収益に影響を及ぼしているが、先端デジタル・テクノロ
ジーを導入した企業とそうでない企業とでは、差別化の度合
いにも差異が生じ、影響力も異なっている。

例えば小売業は、特にテクノロジーの導入が企業の収益に格
差を生じさせている。テクノロジーの導入が進んでいる上位
10% の小売企業は、コロナ禍においても、売上の伸びが同
業他社比で 16% ポイント高かった。仮にある企業の売上が
年間で 100 億米ドルあったとするならば、その企業が先端
デジタル・テクノロジーを導入した場合、年間で 16 億米ド
ルも売上を増やせた計算になる。

コロナ禍においても、保険は 10% ポイント、エネルギー /
ユーティリティーは 12% ポイント、平均で売上を伸ばして
いる。一方、ダメージを一身に受けた旅行業界においても、
先端デジタル・テクノロジーを導入した企業は、同業他社よ
り売上高が 9% ポイント高かった。

全業界を総括すると、コロナ禍においてテクノロジーが重要
な差別化要因となった 12 業界では、先端デジタル・テクノ
ロジーを採用した企業とそうでない企業では、売上高で 6%
ポイントの開きがあることがわかった。先端テクノロジーの
導入が、コロナ禍においていかに重要な課題であるかが、こ
のことからも明らかとなった。

ただし、すべてのテクノロジーの影響力が同じというわけで
はない。業界ごとに、最適なテクノロジーの組み合わせがあ
り、そこを理解することが肝要なのである。

パンデミック発生以前にも、 
企業間における 
テクノロジー採用の差は 
存在したが、感染拡大以降、 
その差はさらに広がっている。
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テクノロジーの最適な組み合わせとは
果たして、最適なテクノロジーの組み合わせとは存在するの
だろうか。もしあるとするならば、この混迷の時期におい
て、その組み合わせは変化したのだろうか。他よりも企業収
益に貢献するテクノロジーとは、いったい何なのだろうか。
これらの質問に対し、業界ごとに本レポートでは解明を試
みた。

評価は世界の 18 の業界を対象に、重要と見なされる 7 つの
テクノロジーに関して、全業界を俯瞰しながら分析を行っ
た。その中でわかったことは、企業業績にテクノロジーの導
入が大きく影響していること、さらにその重要度は増しつつ
あることだ。

各種テクノロジーの中でクラウドは、ライフサイエンス、ヘ
ルスケア、航空宇宙・国防、石油、旅行、輸送など 11 の業
界において、コロナ禍の情勢下、企業収益に対するパフォー
マンスに大きく貢献していることがわかった。これらの業界
で、現在の破壊的状況が来る前に、クラウドへ多額の投資を
していた企業群は、コロナ禍であっても、収益面で改善が確
認された。

AI は、銀行などの金融、化学、工業製品、ライフサイエン
スなどの 9 業界において、業績に貢献していることがわかっ
た。コロナ以前に AI に大規模投資を実施した企業は、そう
でない企業と比較して、コロナ禍においても増収を達成する
傾向にあった。

AI はすべての業界において、導入が進んでいないテクノロ
ジーである。AI が業績に大きな影響を与える事実を考慮す
れば、いち早く導入することが、企業の将来に大きな差を生
むと想定できる。

モバイルは、調査対象の業界の半数で、パフォーマンスへの
貢献が確認された。特に小売、保険、自動車では、収益と業
績の間で相関関係が認められた。

IoT は、特定の業界で特に影響力を示したテクノロジーだ。
その業界とは電機、エネルギー / ユーティリティー、消費財
だ。また航空宇宙・国防、自動車、化学、工業製品など、製
造過程を伴う業界で導入が顕著なテクノロジーであり、これ
らの産業では不可欠なテクノロジーとなりつつある。

事例：トラスコ中山 
テクノロジーを組み合わせる
ことによる DX 推進
製造業向けの専用工具・機器に特化したトラスコ中山
株式会社は、約 240 万点もの商品を取り扱い、自社保
有の物流倉庫に約 45 万点もの商品を擁し、顧客ニー
ズに対して即納サービスを追求してきた。

2020 年に稼働した次期基幹システム「パラダイス３」
では、クラウドや AI などの先端テクノロジーを組み合
わせて、さまざまなサービス向上を実現している。そ
の結果、同社は新型コロナウイルス感染症の拡大とい
う環境下においても、顧客に対する利便性と新しいビ
ジネス体験を提供し、事業拡大に成功した。

例えば、AI を活用することで、蓄積した膨大な量の
データから、見積もりの自動化を行った。これにより、
今まで回答に数時間かかることがあった顧客への見積
もり提示が、早ければ数秒で可能となり顧客満足度の
向上につながっている。

AI は音声認識にも利用されている。モバイル端末から
口頭で欲しい商品の特徴を伝えると、AI が音声でそれ
に呼応・対応する。

さらに、「MRO ストッカー」という資材の即納サービ
スを展開。顧客の過去実績や外部データより、将来の
需要を予測し、注文が発生する前にあらかじめ必要と
なる資材を供給する仕組みを構築した。富山の “置き
薬” ならぬ “置き工具” として、製造現場にリードタ
イム・ゼロの購買体験を提供することで、日本のもの
づくり産業全体への貢献を目指す。
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図 3 の象限グラフは、縦軸が業績を、横軸がテクノロジー
への投資レベルを示している。ここでは新型コロナウイルス
感染症発生以前とそれ以降の、テクノロジーの役割を 4 つ
のセグメントに分けて分析している。また、銀行などの金融
機関におけるテクノロジー導入の動き、そして投資レベルと
パフォーマンスへの関係についても見ていきたい。

グローバルな銀行など金融機関において、クラウドとアドバ
ンスト・アナリティクスは、「差別化を図れる技術」となり
得る主要なテクノロジーだ。この 2 つのテクノロジーは、事
業をけん引し、収益を改善する、金融機関にとって最適なテ
クノロジーなのである。AI はまだ業界としての導入が進ん
でいないため、いち早く取り組めば、先行者利益を期待でき
る「可能性を生む技術」である。一方、モバイル・デバイス
は、現在ではもはや必須となった「必要性の高い技術」であ
る。すでにその価値は非常に重要であるが、金融業界のあら
ゆる部門で導入が広がっており、パフォーマンスに貢献して
いるのだが、差別化を生むテクノロジーとは言えなく
なった。

図 3
銀行などの金融機関

出典：IBM Institute for Business Value

事業パフォーマンスへの 
影響

低 低 高 低テクノロジーへの投資

Travel

Petroleum

ブロックチェーンと
DLT

クラウド

アドバンスト・アナリティクス

AI

可能性を生む技術

新規性の高い技術

差別化を図れる技術

必要性の高い技術

低 高 高 高

RPA
IoT

モバイル

ブロックチェーンや RPA、IoT は、まだ新興の「新規性の高
い技術」だ。金融業界内において、パフォーマンスに大きな
影響を与えるほどは、まだ成熟していないテクノロジーと言
える。

こうした分析は、業界によって異なるだろう。例えば工業製
品の業界においては、象限グラフの要素を変える必要があ
る。そこでは IoT やクラウドは「必要性の高い技術」になる
だろうし、モバイル・デバイスは「差別化を図れる技術」と
なる。また AI や 3D プリンティングは先行者利益として「可
能性を生む技術」になるはずだ。

しかしすべての業界を通じて言えることは、コロナ禍による
混乱が、企業業績に影響をもたらす各テクノロジーの役割に
変化をもたらしているということだ。これは長期的に見た場
合、DX への移行期における一時的な方向転換では決してな
い。企業がこの厳しい時代を生き抜くために必須となる、テ
クノロジーの根本的な変革なのである。
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差別化を図れる技術 可能性を生む技術 必要性の高い技術 新規性の高い技術
航空宇宙・国防 クラウド AI、3D プリンティング、 

ロボット
アナリティクス、IoT モバイル

自動車 モバイル、AI、自律輸送 クラウド、IoT、 
アナリティクス

ロボット

銀行などの金融機関 クラウド、アナリティクス AI モバイル IoT、RPA、 
ブロックチェーン

化学 モバイル、AI、 
アナリティクス

クラウド、IoT RPA、ロボット

消費財 IoT アナリティクス、RPA クラウド AI、ロボット、モバイル

電機 IoT RPA、モバイル クラウド AI、アナリティクス、 
ロボット

エネルギー、環境、 
ユーティリティー

IoT、クラウド モバイル、アナリティクス、
自律輸送

AI、RPA

ヘルスケア クラウド AI、RPA、アナリティクス IoT モバイル、ウェアラブル

工業製品 モバイル AI、3D プリンティング IoT、クラウド アナリティクス、 
ロボット

保険 モバイル RPA クラウド AI、アナリティクス、IoT、 
ブロックチェーン

ライフサイエンス クラウド AI、IoT、ウェアラブル アナリティクス、モバイル、
3D プリンティング

メディア / 
エンターテイメント

クラウド、アナリティクス 仮想現実、RPA モバイル、IoT AI

IT・プロフェッショナル
サービス

アナリティクス クラウド、IoT、モバイル AI、RPA、ブロックチェーン

石油 クラウド、IoT AI、モバイル アナリティクス、RPA、 
ロボット

小売 クラウド、IoT、モバイル アナリティクス、RPA AI、3D プリンティング

通信 アナリティクス、モバイル 5G、RPA、AI クラウド、IoT ロボット

輸送 クラウド、IoT RPA、AI モバイル、アナリティクス、
自律輸送

旅行 クラウド、モバイル RPA、仮想現実 IoT AI、アナリティクス

図 4
業界別に見たテクノロジーの位置づけ

図 4 は、調査対象の各業界を縦軸に、「差別化を図れる技術」
「可能性を生む技術」「必要性の高い技術」「新規性の高い技

術」を横軸に取った場合に、主要なテクノロジーが表にどの
ように配置されるかを表したものである。
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第 4 章

事業を成功させる組織的能力
前章では、企業が成功するために必要となるテクノロジーの
組み合わせについて、業界ごとに分析した。この 4 章では、
テクノロジーが最も効果を示す組織的能力が何なのかを解
き明かしていきたい。

新型コロナウイルス感染症という重大なリスクを乗り越え
るために重要と考えられる組織的能力は、全産業を通じて 6
つあった。5 こうした能力の構築には、不確実性の高い環境に
おいて成功をもたらす事業モデルの構築も含まれる。

以下がその 6 つの組織的能力だ。

	– 俊敏性と効率性

	– 顧客エンゲージメント

	– サプライチェーン & オペレーション

	– IT レジリエンシーと事業継続性

	– 人財

	– サイバー・セキュリティー

上記の組織的能力がもたらす影響力は、テクノロジーのみな
らず、業界によっても異なる。

今回の調査では、これらの 6 つの組織的能力に対して、主
要なエクスポネンシャル・テクノロジーを順位付け、それを
マッピングした（図 5 参照）。

図 5 から読み取れる意味は以下の通り。

	– クラウドは、6 つの組織的能力すべてにおける、基盤とな
るテクノロジーだ。業界を問わずパフォーマンスが高い企
業は、パフォーマンスの向上を目的として、クラウドを積
極的に利用している。

	– AI、IoT、インテリジェント・オートメーションは、組織
的能力を向上させるテクノロジーとして、注目を集めつつ
ある。例えば、サプライチェーン & オペレーション関連
の企業では、IoT の貢献度は顕著である。

	– 一方、エッジ・コンピューティングとブロックチェーンは
新しいテクノロジーであり、企業は一部の組織的能力にお
いて、その効果を検証しつつある。

	– データ管理は、求める組織的能力によって、その重要性は
異なっている。

洞察：テクノロジーと組織的 
能力のヒートマップを描き、 
読み解く
本レポートのヒートマップは、さまざまな異なるテク
ノロジー・組織的能力・業界といった幅広い領域の調
査データに基づいて作成された。こうしたデータを基
盤に据えることで、個々のテクノロジーの評価指標に
ついて、さまざまな組織的能力と関連付けたり、優れ
た業績との因果関係などを検証したりすることが可能
となった。この作業は全産業を通じて行われ、さらに
は業界ごとにも行われた。

全体を概観する「採用レベル」のヒートマップでは、
それぞれのテクノロジーが、関連する組織的能力に対
してどの程度効果をもたらすか、導入・利用・優先度
の面から 1 ～ 10 点で採点した。1 点は導入・利用・優
先度が低いことを表し、10 点はそれらが非常に高いこ
とを表す。

「パフォーマンス」のヒートマップでは、それぞれのテ
クノロジーが、関連する組織的能力に対して、どの程
度、高い業績（企業収益と収益性）を上げる企業とそ
の他の企業との差をもたらすか、導入・利用・優先度
と併せて 1 ～ 10 点で採点した。1 点は差がないことを
表し、また 10 点は非常に大きな差があることを表す
と同時に、パフォーマンスの高い企業が、組織的能力
と相関性の高いテクノロジーを導入、利用、優先する
傾向が強いことも示唆している。
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採用レベル 俊敏性と効率性 顧客 
エンゲージ
メント

サプライ 
チェーン & 
オペレーション

IT 
レジリエンシー
と事業継続性

人財 サイバー・ 
セキュリティー

クラウド 5 6 5 5 5 6

人工知能（AI） 3 4 3 3 2 4

エッジ・ 
コンピューティング 2 2 3 1 NA 1

ブロックチェーン 2 2 4 1 NA 3

インテリジェント・ 
オートメーション 3 4 4 2 3 3

IoT NA 4 5 NA NA NA

データ 8 6 10 NA 3 5

パフォーマンスの 
差別化

俊敏性と効率性 顧客 
エンゲージ
メント

サプライ 
チェーン & 
オペレーション

IT 
レジリエンシー
と事業継続性

人財 サイバー・ 
セキュリティー

クラウド 10 10 8 9 9 10

人工知能（AI） 2 4 4 4 6 5

エッジ・ 
コンピューティング 2 2 2 3 NA 3

ブロックチェーン 1 2 2 2 NA 1

インテリジェント・ 
オートメーション 5 7 6 6 5 6

IoT NA 3 6 NA NA NA

データ 9 6 10 NA 9 3

図 5
それぞれの組織的能力における、テクノロジー毎の採用レベルや 
パフォーマンスの差別化には大きな差がみられる。

出典：IBM Institute for Business Value

コロナ禍を乗り越え、 
新たな展開を生むために 
必要な 6 つの組織的能力

上表は、6 つの組織的能力について視覚化したものである。
各組織的能力を以下の点に注目し、まとめてある。*
1）各テクノロジーの、組織的能力ごとの採用レベル  
2）�各テクノロジーの使用 / 採用実績と収益との相関度 

（パフォーマンスの差別化）

これらの分析結果に基づき、各テクノロジーを「差別化を図
れる技術」、「可能性を生む技術」、「必要性の高い技術」、「新
規性の高い技術」といった面から評価し、適性の高い組み合
わせを見いだすことが可能になる。

	– 差別化を図れる技術（「差別化」）：パフォーマンスの差別
化要因となり、業界内で広く採用されているテクノロ
ジー。

	– 可能性を生む技術（「可能性」）：パフォーマンスの差別化
要因にはなるが、業界内でそれほど採用されておらず、先
行者利益を生む可能性を秘めるテクノロジー。

	– 必要性の高い技術（「必要性」）：業界内ですでに広く採用
されており、もはや差別化要因とはならないテクノロ
ジー。

	– 新規性の高い技術（「新規性」）：ポテンシャルはあるが、
まだそれほど採用されておらず、さらに重要な差別化要因
にもなっていないテクノロジー。

*� 12 ページの「洞察：テクノロジーと組織的能力のヒートマップを
描き、読み解く」、23 ページの「組織的能力ごとのテクノロジー」
もご参照ください。
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ニューノーマルとなった俊敏性と効率性
世の中は常に変化を続けている。企業も顧客も、可能な限
り安定し、かつ予測可能な経営を望んでいる。予期せぬ出
来事は混乱を生むため、できれば避けたいと考えている。だ
からこそダイナミックで知的、かつ効果的な経営が求めら
れるのである。

テクノロジー 採用レベル パフォーマンスの
差別化

機能 期待できる可能性

クラウド 中 高 差別化 アジャイル開発ワークフローのサポート、開発の迅速化、製品化
の時短、高度なオペレーション

人工知能（AI） 中～低 低 新規性 オペレーションの迅速化、高品質化

エッジ・ 
コンピューティング

低 低 新規性 オペレーションの透明性向上とローカライズ

ブロックチェーン 低 低 新規性 企業全体でのワークフロー自動化とデータの共有化

インテリジェント・ 
オートメーション

中～低 中 可能性 ワークフロー改善と意思決定の迅速化

データ管理 高 高 必要性 可視性、課題への対応力、市場投入時間の短縮

俊敏性と効率性

私たちの分析によると、トップのパフォーマンスを誇る企業
は、クラウド機能を活用することで、高度なアジャイル開発
とアジャイル・デリバリーを実現する割合が、それ以外の企
業よりも 93% 高い。また、需要の変化に対応するために、
先進的なクラウドおよびデータを利用する割合は 75% 高
い。日本だけで見ると、これらの数字はそれぞれ 57%、76%
となる。

電子機器メーカーの例： 
クラウドを採用し、 
コロナ禍で俊敏性を向上
日本のある大手電子機器メーカーは、基幹システム刷新プロ
ジェクトの最中に、コロナ禍を迎えた。それ以前は、会議室
に関係者が集まり議論をし、意思決定を行うというプロセス
を踏んでいた。

ところがコロナ禍により、対面での会議が不可能になり、リ
モートでプロジェクトを管理、実行する必要性に迫られた。
そこで同社では、新たなツールとワークフローを採用するこ
とにより、基幹システムの刷新プロジェクトを進めることに
した。

 

新たな計画では、システムをクラウドに移行することにな
り、リモート・ワークに即したワークフローが採用された。
これにより、ソフトウェア開発における協業化が進み、クラ
ウドを使ったデータ化が進展した。

現在までのところ、プロジェクトはスムーズに進行してい
る。ミーティングをオンラインで実施できるようになり、時
差を伴うような遠方の関係者も、打ち合わせに容易に参加で
きるようになったことは、想定外の利点として歓迎されて
いる。
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顧客エンゲージメントの向上 
企業は顧客や従業員のためにデータを活用することで、エン
ゲージメントを高め、さらに効率性と即時性を改善しつつ、
パーソナライズを実現する必要がある。

高業績の企業は、一貫した顧客サービスを実現するために、
クラウド・テクノロジーを活用する割合が、その他の企業と
比較して、世界では 60% 高く、日本では 57% 高い。また
クラウド・ベースの自動化された顧客サービスを提供してい
る割合は、世界では 76% 高く、日本では 70% 高くなって
いる。

テクノロジー 採用レベル パフォーマンスの
差別化

機能 期待できる可能性

クラウド 中～高 高 差別化 カスタマー・エクスペリエンスの改善。共有データの活用による、
統合的なサービスの提供や生涯顧客価値の改善

人工知能（AI） 中 中 可能性 AI を活用した顧客エンゲージメントと顧客満足度の向上

エッジ・ 
コンピューティング

低 低 新規性 POS データからの予測販売の実現

ブロックチェーン 低 低 新規性 商品の調達と生産過程の可視化

インテリジェント・ 
オートメーション

中 高 可能性 顧客情報を把握し、リアルタイムな対応を実現

IoT 中 中～低 新規性 顧客行動の把握

データ管理 中～高 中～高 必要性 データを運用して、顧客からの信頼を獲得

顧客エンゲージメント

事例：食料品チェーン 
思考する AI バーチャル・ 
エージェント
全米に 1,000 店舗以上を展開する食料品チェーン企業に、コ
ロナの影響に関する問い合わせが殺到した。効率的かつ効果
的な対応が求められたが、困難を極め、現場は混乱した。そ
こで同社では、音声、デジタル、モバイルといった分野で、
AI ベースのバーチャル・エージェントの導入を試みた。

2 週間たらずで、関連システムをバーチャル・エージェント
に一本化し、コロナ関連の問い合わせに当たらせた。稼働開
始から 10 日間で、バーチャル・エージェントが処理した問
い合わせは 53,000 件にも及び、解決した問い合わせは
16,000 件にも上った。また、顧客からの不満の声は 80%
も減少した。

事例：物流会社 
クラウドを活用した顧客エン
ゲージメント・ソリューション
新型コロナウイルス感染症の影響により、日本のある物流会
社は、配送状況や予約管理に関する問い合わせが、かつてな
いほど増加した。そこで急遽、コール・センター業務に導入
していたクラウド開発のソフトウェアを活用し、同社ホーム
ページ上に特設の「申請フォーム」機能を、わずか 1 週間で
実装して対応した。またチャットボットと電子メール照会機
能を追加し、コンタクトチャンネルの負荷分散を実現。発信
した顧客がオペレーター対応前に電話を切ってしまう、放棄
呼の数を減少させた。

現在、顧客からの問い合わせは、クラウド上でシームレスに
連携されることで、最適な形でコール・センターのスタッフ
に配分され、必要に応じて専門知識のあるスタッフに接続さ
れる。また顧客は、以前対応したスタッフを指名することも
でき、顧客エンゲージメントの向上に役立っている。
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サプライチェーン & オペレーションへの対応 
コロナ禍により、サプライチェーンに高い負荷がかかり、ひ
ずみが生じ、最悪は崩壊するケースさえある。こうした事態
に備え、企業は AI の導入や自動化を図り、変化する需要を
察知し、高いレベルの効率性と柔軟性を求めるべきだ。こう
した戦略は、ほとんどの事業ワークフローに適用できる。

事例：石油会社 
コロナ禍におけるデリバリー
インドの大手石油会社は、パンデミックが発生すれば、パ
ニック買いが起こり、家庭の必需品であるガスの供給が難し
くなることを、あらかじめ認識していた。そこで同社では、
CRM と DMS を統合したプラットフォームを構築し、モバイ
ル・アプリを開発するとともに、顧客への正確な配送情報提
供と予約サービスの拡充を通じて、被害の軽減に成功した。
また、補給をスムーズに行えるよう、点検作業の自動化も実
施した。需給予測を開示したことで、州政府は予約がしやす
くなった。

モバイル・アプリは、特に辺境の地域で活用された。地域住
民は政府による支援や、食料品の無料配布に関する情報をモ
バイル・アプリから得ることができた。配送のトラブルも減
少したため、1 日あたり約 300 万個の家庭用ガスの配送を
安定的に行えるようになった。

事例：Mondelez 社 
AI でサプライチェーンの 
需要変動を予測
Mondelez 社は、菓子などの食料品、飲料、インスタント食
品を扱う多国籍企業だ。同社は、コロナ禍で顧客が商品の有
無や配達状況に、普段以上に関心を抱くことを発見した。こ
れに対応するために、同社は商品の需要予測の精度を高め、
その巨大なサプライチェーンを強化する必要性を感じた。

Mondelez 社はリアルタイムで商品動向を分析し、需要予測
を可能とするために AI ベースの機械学習を採用するととも
に、コロナに対するコマンド・センターを立ち上げた。同社
が採用したのは、アドバンスト・アナリティクスの機械学習
で、これにより通常の業務を大幅に軽減することができ、消
費者ニーズに対してオンデマンドで対応することが可能に
なった。6 コマンド・センターは、コロナ禍においても、在庫
切れの状態を 20% 削減し、売上機会の損失を回避すること
で、2,000 万米ドル以上の増収をもたらした。サプライ
チェーンの効率性向上は、さらなるメリットを同社にもたら
すと期待されている。

優れた企業の 4 分の 3 は、事業改善のために、IoT が重要で
あると考えている。この数字は、その他の企業よりも 33%
高い。世界で見た場合、優良企業の 10 社に 6 社、日本では
約半数が、クラウドを活用することで、事業の簡素化に成功
している。この数字は同業他社と比較して、世界では 63%
高く、日本では 38% 高くなっている。

また、世界の優良企業は AI を活用する頻度が、同業他社と
比較して、54% 高くなっている。

テクノロジー 採用レベル パフォーマンスの 
差別化

機能 期待できる可能性

クラウド 中 高 差別化 コア・ビジネス・プロセスの最新化、SaaS アプリケーション間の
データ共有、業界全体にわたるエコシステム・プラットフォーム
の構築や参加

人工知能（AI） 中～低 中 可能性 サプライチェーンの改善、リソースの効率化、事業予測

エッジ・ 
コンピューティング

中～低 低 新規性 資産管理や製造工程の迅速化、改良

ブロックチェーン 中 低 新規性 サプライチェーン最適化のための紙媒体のデジタル化、資材調達・
製品管理の効率化

インテリジェント・
オートメーション

中 中～高 差別化 運用コストの削減、資産管理の効率化、生産効率の向上

IoT 中 中～高 差別化 サプライチェーンとオペレーションのリアルタイム解析

データ管理 高 高 差別化 事業の効率性向上と可視化

サプライチェーン & オペレーション
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IT レジリエンシーと事業継続性の強化
コロナ禍により、企業では経理処理、デジタル・コマース、
コール・センターなどの業務量が激増したり、緊急事態宣言
の発令により、従業員は自宅待機を余儀なくされ、リモート
による仕事が一般化したりしており、企業はその対応力を試
されている。  

高業績の企業は、競争力を高めるため、クラウドを有効に
活用する傾向が強い。特にコアなビジネス・プロセスにお
けるセキュリティーとレジリエンスの向上において、クラ
ウドへの期待は大きい。クラウドの採用率は世界では 71%
に上り、また日本では 61% に上る。また、高業績企業が
リスク管理にインテリジェント・オートメーションを使用
する割合は、他の企業と比較すると、世界で 148% 高く、
日本に至っては 333% も高くなっている。また高業績企業
が IT レジリエンスの向上とリスク管理のために AI を使用
する割合は、他の企業に比べて世界では 30% 高い。 

IT レジリエンシーと事業継続性

テクノロジー 採用レベル パフォーマンスの 
差別化

機能 期待できる可能性

クラウド 中 高 差別化 コア・ビジネス・システムのレジリエンスの向上、クラウドの分
散化によるレジリエンスと事業の継続性強化、需要急増への対応  

人工知能（AI） 中～低 中 可能性 IT レジリエンスとリスクの管理、サポート・サービスの改善

エッジ・ 
コンピューティング

低 低 新規性 アクション・ポイントでのデータ保護

ブロックチェーン 低 低 新規性 バイヤーとサプライヤーの連携の迅速化

インテリジェント・ 
オートメーション

低 中～高 可能性 リスク管理と信頼性の向上

事例：工作機器メーカー 
コロナ禍におけるテクノロジーを
活用した生産活動の継続
生産設備は製造会社にとって重要な資産だ。工場の基幹シス
テムのほとんどは、日本では 30 年ほど前のバブル期に導入
されたものである。システムの老朽化により増加する故障頻
度の改善は、喫緊の課題になりつつある。さらに状況を悪化
させる要因は、経験豊富な労働者および管理者の定年退職
だ。故障時対応の長期化や被害の拡大につながる。

日本国内に 60 拠点を展開する工作機器メーカーは、DX イ
ニシアチブに 2017 年から着手した。同社はこの 10 年間で、
約 600 万件の保全記録、故障履歴、設備診断データを収集
し、AI が認識できるデータに変換した。これにより、誤動
作を特定し、手順を修正する自動マニュアルを実現したこと
で、ベテランの職工による点検作業をせずに済むように
した。

コロナ禍はサプライチェーンや製造現場に影響を及ぼして
いるが、同社は保守・点検のワークフローを改善することに
より、これまでのプロセス数を減らし、中断することなく事
業を継続している。現在では予兆分析・予測に着手してお
り、現場の人的作業の削減を図ることで、日々変化するビジ
ネス環境へのさらなる適応を目指している。
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人財の能力を再構築する
企業にとって、最も大切な資産とは従業員であり、従業員の
離職は常に悩みの種となってきた。コロナ禍でも事態は変わ
らず、多くの人財が流出し、その穴埋めは簡単ではない。仮
に準備不足であったとしても、多くの企業はリモート・ワー
ク対応を避けることはできない。これからの企業は、従業員
の健康を最優先に、職場の安全性を確保しなければならな
い。経営層の 92% は、従業員の健康と安全の確保が今後
2 年間の最優先事項であると考えている。この数字は、2 年
前と比較して 2 倍以上に増加した。まずは人員配置を

最適化し、すべての部署の職場環境を改善することが求めら
れている。

クラウドを利用して、従業員エクスペリエンスを高める割合
が、高業績企業はその他の企業と比較して、世界でほぼ 2 倍
高く、日本では 54% 高い。また高業績企業は、従業員間の
コミュニケーションや従業員教育に AI を活用する割合が、
その他の企業よりも 85% 高い。社内と社外のデータを組み
合わせて、人事管理に活用する企業の割合は、優良企業はそ
れ以外の企業よりも世界では 5 倍多く、日本では 3 倍多い。

人財

テクノロジー 採用レベル パフォーマンスの 
差別化

機能 期待できる可能性

クラウド 中 高 差別化 開発者とオペレーターの環境改善、従業員に対するさまざまな
サービスの改善、ワークフローの簡素化、コラボレーションとリ
モート・ワークのサポート

人工知能（AI） 低 中～高 可能性 必要スキルの特定や管理、従業員間のコミュニケーションの改善、
能力開発、エンゲージメントの向上

インテリジェント・
オートメーション

中～低 中 可能性 従業員のパフォーマンス向上、高付加価値タスクへの従業員配置、
職場の安全性向上

データ管理 中～低 高 可能性 人事考課の改善、必要スキルの需要と供給の可視化

事例：鉱物採掘会社 
AI を活用して労働者の 
安全性を確保
米国の鉱物採掘会社は、コロナ禍において従業員の安全をよ
り確実にするため、AI を使ったインタラクティブなチャット
ボットの運用を開始した。チャットボットは、アメリカ疾病
予 防 管 理 セ ン タ ー（Centers for Disease Control and 
Prevention）から提供されたデータを基にしており、コロナ
ウイルスに関する情報や、その症状について、従業員が常時
確認することができるようにした。

この AI ソリューションは、新型コロナウイルス感染症に感
染した患者の症状を特定し、ウイルス感染を防ぐ生活様式を
提案する。従業員はこのシステムに 24 時間アクセスするこ
とができ、音声やテキストで、新型コロナウイルス感染症の
症状をセルフ・モニタリングできるようになっている。

事例：Glintt 社 
受け入れ可能なベッドは？
ポルトガルの病院では、患者と入院先が一目でわかるシステ
ムを運用していたが、使用中のベッドのこれからの状況を予
測することはできなかった。

Glintt 社はポルトガルで事業を展開する企業で、医療関連の
分野で高い専門性を誇る IT ソリューション・インテグレー
ターである。同社は入院患者の退院時期を、退院する 5 日か
ら 7 日前に予測するソリューションである「WiseWard」を
開発した。これにより、同社はベッドの割り当ての最適化に
成功した。

5 日から 7 日も前に、退院時期を予測することは決して容易
ではない。手術の予定や患者の年齢、病状、スタッフのスケ
ジュールなど、さまざまな変数が関係しているからだ。

Glintt 社のソリューションにより、病院は病床管理が 30 ～
50% 向上している。スケジュールの正確性が高まったこと
で、リソース運用の効率化が図れ、病院の収益は改善した。
さらにワークフローが改善されたことにより、患者エクスペ
リエンスも向上した。7
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全社的な取り組みが求められる 
サイバー・セキュリティー
ニューノーマルは、新しい働き方だけでなく、新たな犯罪も
生み出している。例えば、新型コロナウイルス感染症の治療
を担い、多くの負荷がかかっている医療機関は、サイバー犯
罪者の標的になりやすいという報告がある。8 世界保健機関
は昨年 3 月 11 日にパンデミック宣言を発したが、それ以
降、新型コロナウイルス感染症関連のスパムやフィッシング
など、サイバー・セキュリティーに対する攻撃は 6,000%
も増加した。9 多くの人が休業を迫られる中、サイバー攻撃を
試みる犯罪者は多忙を極めているというのが現状だ。企業は

顧客、資産、データを保護するために、セキュリティー戦略
を練り上げる必要に迫られている。サイバー犯罪への対策
は、最新のマルチクラウド・アプローチによって可能となる。

高業績の企業が、事業を脅かす危機に関する情報の収集を、
AI を使ってグローバル規模で行う割合は、そうでない企業
と比較して 71% 高くなっている。基幹業務プロセスのセ
キュリティー対策や、レジリエンスの獲得を実現するために
クラウドを活用する割合は、世界では 71% 高く、日本では
61% 高い。さらにセキュリティー・インシデントへの対応
に AI を利用する割合は、世界では 37% 高く、日本では 50%
高くなっている。

サイバー・セキュリティー

テクノロジー 採用レベル パフォーマンスの 
差別化

機能 期待できる可能性

クラウド 中～高 高 差別化 アプリケーションやデータのセキュリティーの向上、データ・プ
ライバシー規制およびエンタープライズ・セキュリティー・ポリ
シーへの対応

人工知能（AI） 中 中 可能性 セキュリティーに対する脅威の監視・検出、インシデントへの対応

エッジ・ 
コンピューティング

低 中～低 新規性 エンド・ポイントにおけるデータ保護

ブロックチェーン 中～低 低 新規性 不正行為からの防御、デジタル ID 管理の強化

インテリジェント・ 
オートメーション

中～低 中～高 可能性 情報セキュリティーの強化

データ管理 中 中～低 必要性 可視化の改善、リスクの軽減

事例：教育機関 
クラウドを活用した 
リモート・アクセス
コロナ禍において、米国の大規模自治体の教育機関は、クラ
ウドを活用して、いち早くリモート学習の環境を整えた。こ
れにより、約 200 万人にも及ぶ学生やスタッフ、保護者は、
個人の端末からリモート・アクセスすることで、今までと変
わらない日常を継続できている。

事例：大規模病院 
リモート・セキュリティー・ 
サポートで撃退
スペインの大規模病院は、新型コロナウイルス感染症のパン
デミック発生の最中にランサムウェアによる攻撃を受けた。
当病院はそれ以前から、大手セキュリティー会社とリモー
ト・セキュリティー・サポートの契約を締結していたため、
両者は機能的に連携しながら、攻撃を阻止し、被害を回避
した。
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テクノロジーは、 
それが最も適合する形で 
適用される必要がある。 
またそのテクノロジーの 
組み合わせは、 
業界によっても異なる。

業界ごとに異なる事業環境
業界ごとに、それぞれのテクノロジーが果たす役割は変化
し、また課題や機会も違ってくる。ゆえに導入すべきテクノ
ロジーの優先順位は、業界ごとに異なるものとなる。例え
ば、自動車と金融の 2 つの業界で、同じ内容の「ヒートマッ
プ」分析を行えば、その差は一目瞭然である。

クラウド・テクノロジーはどちらの業界にとっても重要な技
術だが、金融機関にとっては、さらなる競争力の差を生み出
す要因となり得る。それに比べ、AI は自動車業界では顧客
エンゲージメントに強い影響を及ぼす、非常に大切なテクノ
ロジーと言える。世界の自動車業界の優良企業では、顧客満
足度を検証するために AI を利用する割合が、そうでない企
業と比較して 257% も高く、顧客サービスのために AI を活
用する割合も 32% 高い。

銀行などの金融機関は、さまざまな分野でインテリジェン
ト・オートメーションの機能を活用するようになった。特
に顧客エンゲージメントの分野では、差別化を生むテクノ
ロジーになっている。例えば、金融業界の高業績企業は、
顧客エンゲージメントのために、セルフ・ラーニング・シ
ステムやプロセスの自動化を活用する割合が、他の企業と
比較して 4 倍以上も多い。

自動車業界においても、インテリジェント・オートメーショ
ンは、サプライチェーン & オペレーションの分野で業績に
寄与している。IoT もまた、自動車業界では採用が進んだ
テクノロジーであり、オペレーションの分野において、有
用であると考える企業は 71% に上っている。

今回の調査で、テクノロジーと機能との間には相性が存在
し、効果的な組み合わせは業界ごとに異なることが明らか
になった。正しい組み合わせを採用すれば、即効性の高い
効果が期待でき、さらには長期的な改善が進み、企業の根
幹を変革する可能性を秘めていることが証明されつつ
ある。
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第 5 章

では企業はどうするべきか
これまでビジネス戦略が根拠としてきた前提の多くが、実は
余分なものであり、時には有害であり、場合によっては致命
的ですらあることが最近の事象から明らかになりつつある。

新型コロナウイルス感染症は人類に悲劇をもたらし続けて
いるが、企業家たちの中には、その危機を奇貨として、トラ
ンスフォーメーションが容易かつ迅速に実行できていると、
前向きに捉える者もいる。賢明なビジネス・リーダーは、コ
ロナ禍を事業再構築の機会と考えているのだ。何もかもが特
異な現在において、毎日がチャレンジの連続であることは、
捉えようによってはチャンスになる可能性がある。

ビジネス・リーダーが変化をなし遂げるには、従来のパラダ
イムから一歩踏み出さなければならない。そのためには、目
標、企業文化、市場、コア・ビジネス、さらには経営スタイ
ルなどを再考すべきである。新しい働き方、新しいプロセ
ス、新しい企業のあり方が求められている。その中でも特に
重要なのは、このコロナ禍を乗り越えた後の、新たなビジョ
ンだ。

今回の調査からわかったことは、高業績を誇る企業は、常に
課題が見つかれば迅速に対処し、差別化を生む核となる組織
的能力（コア・ケイパビリティー）の開発とトランスフォー
メーションとを加速させ得る効率性を究めようとしている
という事実だ。10

なお、第 1 章でも触れたように、これらの結果については、
現在進行中の世界の CEO 3,000 名に対する調査において引
き続き検証される予定である。

企業経営者は常にデジタル・テクノロジーの重要性を反芻し
つつ、将来のビジネスモデルを検討してきた。この 1 年の
間ですら、エクスポネンシャル・テクノロジーによって、ビ
ジネス・アーキテクチャーは、まさに変化の時代を迎えてい
るのだ。革命的とも言えるこの変化を、本レポートでは、「コ
グニティブ・エンタープライズ」と呼ぶことにする。11

コロナ禍のこの時代は、不確実性に支配されている。どこで
事業を展開すべきか、どのようなニーズがあるのかといった
ことは、まさに不確定だ。コグニティブ・エンタープライズ
が常に変化する社会に対応するためには、極言すればバー
チャルであるべきなのだ。

 

コグニティブ・エンタープライズは新たな段階に入ってい
る。そこでは、企業間やエコシステム間をシームレスにつな
ぐインテリジェント・ワークフローが新たな中核をなす。価
値の高いエクスペリエンスは、顧客だけでなく従業員やパー
トナーにもバーチャルに提供されるべきであり、そのために
は、情報の流通を加速化させ、新しい企業形態を生み出し、
新しい働き方を構築する必要がある。本レポートですでに何
度か提起したことだが、インテリジェント・オートメーショ
ンを実現させる技術は人工知能（AI）とクラウドだ。これら
を上手に活用すれば、場所などの物理的制約を乗り越え、エ
コシステム全体にわたって、働き方の革新、業務負担の軽
減、従業員やパートナーの能力促進、そして顧客満足度の充
足などを実現することができる。

インテリジェント・センサーやリアルタイムの洞察は、人間
の情報能力を強化・拡張する。リアルタイムな適応力や俊敏
性は、競争力強化において、もはや欠かせない要素となって
いる。

残された時間は少ない。

そこで本レポートでは、企業の進化を促し、成功を勝ち取る
ために、企業が取り組むべき 9 つのアクションを以下に提
示する。

新たな市場を創出するビジネス・プラットフォームに
係る 3 つのアクション：

	– 新たな市場を生むと見込まれる分野には、積極的に投資す
べきである。そのためには外部の知見を取り入れなくては
ならない。

	– 新たな市場を生むビジネスについて、まず大まかな計画を
立案すべきだ。計画案には、目標とする運用モデル、意思
決定のフレームワーク、カルチャー、スキル、役割、責任
を明示すること。同時にヒトと AI のかかわり方も想定し
ておくとよいだろう。意思決定の際の優先順位、計画を変
更した場合の対策、リソース再配置の戦略なども加味すべ
きである。

	– 常に変化に気を配ること。既存の方法では、コグニティ
ブ・エンタープライズの時代には対応できない。司令塔の
役割を果たす組織や人を任命し、最新情勢を注視し、変化
をいち早く察知して、経営層にリアルタイムで報告する
こと。
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インテリジェント・ワークフローに係る 
3 つのアクション： 

	– 最新のエクスポネンシャル・テクノロジーを取り込むこ
と。AI、IoT、オートメーション、ブロックチェーン、そ
して 5G といった新たなテクノロジーを常に注視し、適切
に組み合わせて導入し、ワークフローの変革に活かすべき
だ。これらのテクノロジーが最大限の効果をもたらすの
は、どの部署なのか、あるいはどういった方法で取り組む
べきなのかを検証しなければならない。

	– データを活用すること。データの収集は、インテリジェン
ト・ワークフローにおける必須事項である。またデータは
正確性、使いやすさ、標準化、公開レベル、アクセスに配
慮して管理しなければならない。AI を成功に導く要因の
80% は、データ収集にかかっていると推測される。12

	– ハイブリッド・マルチクラウドを使いこなすこと。ハイブ
リッド・クラウド・アーキテクチャーは、新旧アプリケー
ションの間の移行処理によるトラブルを解消し、利用でき
なかったデータや機能を復活させることが可能だ。ハイブ
リッド・クラウドは、「Build once, deploy anywhere（一
度構築すれば、どこでもデプロイできる）」アプローチに
より、アーキテクチャーを選択する上でのリスクも解消で
きる。

エンタープライズ・エクスペリエンスと 
人間らしさに係る 3 つのアクション： 

	– 人とテクノロジーの関係性を考慮しなければならない。プ
ラットフォームとワークフローが洞察の新たな可能性を
拓き、反復的なタスクの自動化を進めた分、人間は付加価
値を生む業務に当たるべきであろう。システムが進化すれ
ば、それを使う人間の効率も向上する。テクノロジーが人
間にやさしくなれば、そのテクノロジーの普及は加速する
だろう。

	– 優秀なリーダーを育成し、優良な企業文化を育むこと。事
業が領域を広げるにつれ、リーダーは既存の業界の中だけ
でなく、外の世界にも関心を向けるべきだ。また自社の意
図を明確に外部へ伝える能力も、リーダーには求められて
くる。

	– 目的意識を持って迅速に動くこと。ビジネスには俊敏性が
求められるが、効果と効率を高めるには、目的意識を持つ
ことが重要となる。目的を明確にし、迅速にビジネスを進
めることは、ビジネス・アーキテクチャーの構築や選定の
判断にも大いに貢献する。13

企業がこれらアクションを実施する際には、以下の 3 つが
重要なガイドラインとなる。

	– 企業は、ヒトとマシン、両方の安全を考慮しなければなら
ない。その際には、インテリジェント・ワークフローや
データソース、関連アプリケーション、および基盤となる
インフラストラクチャーに配慮すべきである。

	– ビジネス・プラットフォームのセキュリティーは、企業が
信用を得るために、さらには永続的に存続するために不可
欠な要素である。しかし企業は、顧客体験と従業員体験が
相反しないよう、バランスを取ることも忘れてはいけ
ない。

	– 現代のビジネス・プラットフォームのエコシステムにおい
ては、セキュリティーを確保するために、オープン・ネッ
トワーク・アプローチが求められる。これは迅速に関係者
のコラボレーションを強化し、洞察を深めるという観点か
らも意味を持つものだ。

新型コロナウイルス感染症収束後の世界は、2020 年初めの
それとは大きく異なっているだろう。しかし DX の必要性は
変わることがなく、それが生み出す可能性も大きいはずだ。
本レポートは、各業界において鍵となる組織的能力に対し
て、DX がどのように活かせるのかを詳察してきた。新たな
時代に向かう企業間の競争は、すでに始まっている。準備は
できているだろうか。
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調査方法
本レポートでは、テクノロジーを多面的に捉え、ビジネスへ
の影響を複層的に分析するために、多数の異なる調査データ
を引用した。 

テクノロジーを業界ごとに分析
テクノロジーとビジネス・パフォーマンスとの関係性の理解
を深めるために、業界ごとにテクノロジーの採用指数を作成
した。業界内のシェアに基づき、シェアが高い企業が積極的
に投資したテクノロジーこそが重要であると見なし、業界ご
とに主要なテクノロジーを 5 つ選定した。またテクノロジー
採用指数は、あるテクノロジーについての業界平均投資額を
計算し、それを基にレベル分け（1 ～ 5 の 5 段階評価）し
たものである。

高業績企業の選定は、テクノロジー指標における上位 10%
の企業とした。そして、テクノロジー採用指数の上位 10%
企業と、その他の企業の財務実績（2017 ～ 2019 年におけ
る売上の平均増加率）について、比較検証を試みた。またコ
ロナ禍の影響を調べるために、2020 年上半期と 2019 年上
半期との財務実績、および財務レジリエンスについて、各業
界で比較検証を行った。14 

テクノロジーの分類、および業界ごとの 
テクノロジー優先順位付け
それぞれのテクノロジーが業績に及ぼす影響を詳らかにす
るために、多変量回帰分析を行った。

最初の分析では、新型コロナウイルス感染症のパンデミック
発生以前のテクノロジー投資と収益パフォーマンスの関係
を知るため、2017 ～ 2019 年の売上増加率の平均値を従属
変数とした。

続いてコロナ禍がどう影響を及ぼしたかを確認するために、
2020 年上半期売上と 2019 年上半期売上の差分を従属変数
とする回帰分析を行った。

回帰分析の結果とテクノロジー投資に関するデータを勘案
し、業界ごとに重要と思われるテクノロジーを特定した。そ
れぞれのテクノロジーごとに、その投資額を x 軸に、テクノ
ロジーへの投資と収益パフォーマンスの関係（回帰分析の係
数から測定）を y 軸に取り、グラフを作成した。これらの作
業を行うことで、各テクノロジーを評価し、テクノロジーが
有する機能を表する用語として以下を採用した。
差別化：投資はそれなりに行われており、パフォーマンスに
大きな影響を与えているテクノロジー
必要性：広い分野で投資が行われているが、ビジネス・パ
フォーマンスにとって差別化要因とならないテクノロジー
可能性：まだ広い分野で投資が行われていないが、ビジネ
ス・パフォーマンスを大きく左右する可能性を秘めるテクノ
ロジー
新規性：まだ広い分野で投資が行われておらず、ビジネス・
パフォーマンスに大きな影響も与えていないテクノロジー

組織的能力ごとのテクノロジー
それぞれのテクノロジーの差を理解するために、組織的能力
の明確化を試みた。期待され得る機能や事業パフォーマンス
への影響を分析することで、テクノロジー採用における優先
順位付けを行った。さらに、この調査以外のデータも採用
し、テクノロジーが秘める機能を多面的に解析した。各テク
ノロジーを 6 つの核となる組織的能力（コア・ケイパビリ
ティー）の面から評価し、ヒートマップを作成した。

今回のレポートのために作成されたのは、2 つのヒートマッ
プだ。1 つは組織的能力ごとに、テクノロジーを採用すべき
優先順位と、実際の使用状況を相対化したもの。2 つ目は、高
業績企業とその他の企業の差を、テクノロジーの採用状況と
使用状況から比較したもの。これら 2 つの視点から、テク
ノロジーの導入状況、優先順位、使用実態を検証し、各テク
ノロジーがビジネス・パフォーマンスにどう影響を及ぼすか
検証を行った。

入手できたデータは、可能な限り検証することで、できるだ
け広い範囲の業界を網羅し、テクノロジーの効果と可能性
を、さらにはどう使用すべきかまで、踏み込んだ提言を
行った。
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変化する世界に対応するための
パートナー
IBM はお客様と協力して、業界知識と洞察力、高度な研究
成果とテクノロジーの専門知識を組み合わせることによ
り、急速な変化を遂げる今日の環境における卓越した優位
性の確立を可能にします。
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IBM グローバル・ビジネス・サービスの IBM Institute 
for Business Value は企業経営者の方々に、各業界の重
要課題および業界を超えた課題に関して、事実に基づく
戦略的な洞察をご提供しています。

詳細について 
IBM Institute for Business Value（IBV）の調査結果の詳
細については iibv@us.ibm.com までご連絡ください。IBV
の Twitter は @IBMIBV からフォローいただけます。発行
レポートの一覧または月刊ニュースレターの購読をご希望
の場合は、ibm.com/ibv よりお申し込みください。

関連レポート
COVID-19 and the future of business 
邦訳：「新型コロナウイルス感染症はビジネスの未来をいか
に変えるか」
https://ibm.biz/covid-19-future-business-J

COVID-19 Action Guide: Beyond the Great Lockdown 
邦訳：「グレート・ロックダウンを超えて： 
ニューノーマルで加速するつながる社会で飛躍を目指す 
- 経営層向け新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策
アクション・ガイド」
https://ibm.biz/covid-19-action-guide-2-J

Building the Cognitive Enterprise 
邦訳：「コグニティブ・エンタープライズの構築」
https://ibm.biz/build-cognitive-enterpriseJ
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